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 世界の人口は今後さらに増えていく中で、資源の有効活用や保全活動
が進んでいる側面はあるものの、拡大する経済や人口により環境負荷
は減るどころかむしろ年々増加している。

 多くの科学者が恐れていた通り、またはそれ以上のスピードで環境が
変化してきていることが調査や実測値などから分かってきており環境
の不可逆的変化の転換点に近づいている。

 人類の経済や社会・文化の発展を育んできた比較的安定した気候や環
境は崩れ、資源が失われつつある。我々が享受してきたこうした環境
からの恩恵を将来世代は得られなくなる。

 国際情勢の劇的な改善は望めない。

現状認識



自治体にとっての意味

資源を持続可能な形で最大限活用し、環境・経済・社会の統合的向上を具体化して
いく必要がある。

自治体の活動との親和性は非常に高い
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アジアの現状

アジアには世界で最も急速に成⾧する大規模都市が集中し、かつ
て日本が経験した急速な都市化、資源の制約、廃棄物の増加などの
共通の課題を抱えている都市が多く存在。さらに、進行している気
候危機や国際情勢不安などはアジア各国の市民の生活にも影響を与
えている。

自治体においても循環型社会への移行を促進することは緊急かつ
不可欠な取組であるとの認識が高まっており、国連や国際機関など
は、関連する事業を展開するなどこれまでにも取組は進められてき
たが、自治体に主体性を持たせる活動はさらに発展する余地がある。

一方で、アジアの自治体間の連携を促進する取組はこれまでに存
在しなかった。
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・北スリガオ州デル・カルメン市
・北九州市
・ケソン市（★）
・高陽市（★）
・さいたま市（★）
・ジャカルタ首都特別州（★）
・セブ市（★）
・セベランプライ市
・ソウル市蘆原区
・ダナン市 （★）
・済州特別自治道
・忠清南道（★）
・全北特別自治道（★）

・東京都（★）
・ヌサンタラ国家首都
・バギオ市
・坡州市
・バリクパパン市
・バンコク都（★）
・ボゴール市（★）
・ボロンガン市
・マカッサル市（★）
・マカティ市
・マンダウ市
・モンテンルパ市
・横浜市（★）

都市一覧（五十音順）

ACCDの創設都市
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2025年11月の設立の発表から５か月でアジア各地の26都市（人口規模で約
5,700万人）の知事や市長が賛同

★：人口規模約100万人以上



ACCDが目指すこと

・自治体の首長自らが明確な方向性を示すことで、部局横断的な取組を促す

・多様な自治体が、共に循環型都市の実現に向けて学び合いながら成長する

・民間企業などとの連携を深め、都市の実情に応じた循環型都市の実現を目指す

・循環型都市におけるアジア全体の発信力を強化する
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ACCDの活動

１．自治体間連携・学び合い（ピアラーニング）

→自治体間の学び合いを通じた政策と事業の促進

２．実装の促進

→協力機関などとも連携し、具体的な活動を展開

３．政策提言（アドボカシー）

→政策･制度の議論に自治体の声を反映
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今後の予定

その他：オセアニア・大洋州

ガバナンス

情報収集

協議

創
設
都
市

Implementation

アクションプランの作成 第2回会合第1回会合
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APCCフォーラム開催概要
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ありがとうございました。

iclei-japan@iclei.org 


